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１．計画の概要

（１）計画の目的

（２）計画の位置付け

（３）計画期間

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

総合戦略

10年間

３年間

実施計画

基本計画 【前期基本計画】５年間 【後期基本計画】５年間

３年間

　事業実施計画は、館林市第６次総合計画基本構想で掲げた将来都市像「里沼の

息づく　次世代へ安心をつなぐ　暮らしやすいまち　館林」を実現し、人口ビジョンで掲

げた将来展望人口を維持するために、基本構想及び基本計画で定めた施策目的、

総合戦略で定めた基本目標の達成に向け、市が実施する事業計画を示すものです。

年度

基本構想

　総合計画は、市の将来都市像及び基本目的を示す「基本構想」と基本構想を実現

するための施策の方向を明らかにした「基本計画」、そしてその基本計画を具現化す

るための事業概要を示した「実施計画」の３層で構成されています。また、目指す方

向が同様であることから、「総合戦略」と一体的に策定しています。

　本市では、「実施計画」の重点施策を取りまとめた「重要事業実施計画」を作成して

おり、重要事業実施計画は、市が重点的に施策を実施する事務事業として位置づけ

られるものです。

　重要事業の選定にあたっては、厳しい財政状況を勘案しながら、補助制度・交付税

制度の改革など、国や県の最新の動向を踏まえつつ、総合計画の達成貢献度や緊

急性、市民ニーズなどの視点から精査し選定しました。これらの事業については、財

政担当部署と協議し、特に重点的に予算配分されるよう調整しています。

　第６次総合計画の計画期間は令和１２年度までとなっていますが、重要事業実施

計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３か年とします。これは、社会経済

状況の変化や、市民生活を取り巻く環境の変化に柔軟に対応するため、毎年度ローリ

ングを実施し、財政状況を反映させるなど事務事業の見直しを行おうとするもので

す。また、将来展望人口を維持するために取り組む総合戦略の期間は令和３年度か

ら令和７年度までの５年間とします。

【第２期総合戦略】５年間 【次期総合戦略】５年間

３年間

毎年度見直し



（４）基本構想について

Ⅰ　危機対応能力が高く　良好な生活環境で暮らせる　安全安心なまち

Ⅱ　地域で支え合い　生涯健康で暮らせる　幸福感の高いまち

Ⅲ　育てる幸せを感じ　生涯にわたり互いに学び続ける　家庭と文化を築くまち

Ⅳ　都市と自然が調和し　人と産業が躍動する　魅力あるまち

Ⅴ　公民連携を推進し　地域経営の視点を持つ　持続可能なまち

（５）総合戦略について

〇総合戦略基本目標

―　持続可能な社会形成のために4つの基本目標達成を目指します　―

1　豊かな地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

2　本市とのつながりを築き、新しい人の流れをつくる

3　結婚・出産・子育ての希望をかなえる

4　人が集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

○将来都市像

－私たちが目指す館林の将来の姿を描いています－

「里沼の息づく　次世代へ安心をつなぐ　暮らしやすいまち　館林」

○基本目的

－将来都市像を実現するため、５つの基本目的達成を目指します－

　災害多発期、人口減少化時代といった多くの課題を抱える中で、人口を維持し、市の健
全な発展を図るために、日本遺産に認定された「里沼」をはじめとした、先人から引き継が
れた美しい環境を今後も保全しながら、自然との共生を図ります。また、郷土に誇りを持ち、
地域の課題を共有できる、協働、共創、公民連携によるまちづくりを進めるとともに、自然災
害、環境問題、人口問題、産業構造など、あらゆる面において強靭で持続可能な里沼の
まちを目指します。



２．計画の基本的フレーム

（1）人口フレーム

【出典：国立社会保障・人口問題研究所】
（２）財政フレーム

①重要事業費集計表
（単位：千円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

※重要事業を含む事業の事業数及び予算額

　 本市の総人口は、令和２年時点では約74,000人でしたが、国立社会保障・人口問題研究

所の推計では、令和12年には67,328人、令和22年には59,877人に減少すると予測されてい

ます。年齢別に見ても少子高齢化が加速し、年少人口や生産年齢人口が減少し、老年人口

が増加すると見込まれています。重要事業実施計画においては、少子高齢化の進行により、

財政規模の縮小が余儀なくされるなか、人々が住み続けたいと思う魅力ある都市づくりを推進

するため、事業の選定においても選択と集中により事務事業を厳選し重要事業の位置付けを

行いました。

720,952

合　　　　　　　　　計 121 9,753,060 9,329,381 8,938,162 28,020,603

公民連携を推進し地域経営の視点を持つ持続可能なまち 11 243,447 235,640 241,865

8,200,428

都市と自然が調和し人と産業が躍動する魅力あるまち 47 4,782,823 4,294,160 4,224,570 13,301,553

育てる幸せを感じ生涯にわたり互いに学び続ける家庭と文化を築くまち 33 2,616,591 2,956,252 2,627,585

3,358,232

地域で支え合い生涯健康で暮らせる幸福感の高いまち 18 976,160 731,639 731,639 2,439,438

危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち 12 1,134,039 1,111,690 1,112,503

基　　本　　目　　的 事業数 令和４年度 令和５年度 令和６年度 計
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②今後の財政見通し

◆歳入

□市税

□地方交付税

□国県補助金

□市債

◆歳出

□人件費

□扶助費

□投資的経費

【歳入】 【歳出】

　本市は、財政健全化法に基づく指標において、健全性を維持していますが、一部事務組合の

施設整備に伴う負担金の増額などにより、指標への影響が見込まれています。

　また、歳入面では、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せず、影響が計りかねる状況にあ

る中、歳出面では、年々増加する社会保障費や新型コロナウイルス感染症対策に係る継続経費

の確保、さらには公共施設等の老朽化対応、デジタル化の推進など、様々な取り組むべき課題

が山積しています。

　このような厳しい状況ではありますが、財政調整基金などの基金残高に留意しながら、引き続

き、歳出の見直しを図るとともに、自主財源の確保に努め、本計画に掲げた重要事業を着実に推

進します。

納税者人口、市内企業の動向、地価公示価格の推移などにより税目ごとに推計し積算します。

総務省が策定する「地方財政計画」の総額、本市における基準財政収入額及び基準財政需
要額の推計により積算します。

補助対象要件を的確に把握し、歳出を計画するなど、国県の補助制度を最大限に活用します。

後年度の公債費負担や市債残高など、財政の健全性に留意しながら、適切に市債を活用しま
す。

職員定員適正化方針を基本とし、退職者や新規採用者数を勘案し計上します。

現状を踏まえ、個別の事業ごとに精査し計上します。

道路などの社会資本整備のほか、重要事業に掲げた事業を精査し計上します。

令和４年度　館林市一般会計予算（案）
（単位：千円） （単位：千円）

構成比

市税 11,427,470 38.8% 義務的経費 13,140,156 44.6%

区　　分 予　算 構成比 区　　分 予　算

地方交付税 2,410,000 8.2% 人件費 5,391,227 18.3%

7.4%

国・県支出金 6,357,842 21.5% 扶助費 5,563,733 18.9%

市債 1,891,800 6.4% 公債費 2,185,196

その他 7,392,888 25.1% その他 13,375,955 45.3%

（うち臨時財政対策債） 970,000 3.3% 投資的経費 2,963,889 10.1%

合　　計 29,480,000 100.0% 合　　計 29,480,000 100.0%



３．政策・施策の体系図

01 防災 ※

02 防犯

03 自然環境

04 ごみ・資源

05 地域福祉

06 高齢者

07 障がい

08 社会保障

09 健康

10 医療

11 子育て ※

12 学校教育

13 青少年

14 生涯学習

15 文化 ※

16 スポーツ ※

17 産業 ※

18 商業 ※

19 労働環境 ※

20 農業 ※

21 観光 ※

22 まちのにぎわい※

23 土地利用

24 道路・交通 ※

25 居住環境

26 公園・緑地

27 市民協働

28 人権の尊重

29 行政活動 ※

30 情報の共有 ※

時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

市政の透明性を高め、誰もがまちへの愛着と誇りのある
まちになる

将来
都市
像

基本目的 No.
分野

※総合戦略と連動
施策目的

危機対応能力が高く
良好な生活環境で暮らせる

安全安心なまち

地域で支え合い
生涯健康で暮らせる
幸福感の高いまち

育てる幸せを感じ
生涯にわたり互いに学び続ける

家庭と文化を築くまち

公民連携を推進し
地域経営の視点を持つ
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都市と自然が調和し
人と産業が躍動する

魅力あるまち

基本目的Ⅴ　行政経営 市民と行政が共創して発展できるまちになる

市民一人一人の人権が尊重され、誰もが安心して平和に
暮らせるまちになる

人や物が安全で快適に移動できるまちになる

快適な居住環境で暮らしやすいまちになる

花と緑に囲まれ、憩いと安らぎのあふれた、ガーデンシ
ティと言われるまちになる

多くの人から愛される活力と魅力あるまちになる

人が集まり、市民自らがつくる、にぎわいと魅力あるまち
になる

地域性に応じた土地利用ができているまちになる

事業者が元気で活力のあるまちになる

生き生きと安心して働ける環境が整ったまちになる

安全で魅力ある農産物を安定して提供できるまちになる

地域の歴史や伝統、芸術や文化に誇りをもち、魅力ある
文化を育み、心豊かに暮らせるまちになる

スポーツを生活に取り入れ、誰もがスポーツを楽しめるま
ちになる

基本目的Ⅳ　経済と都市 新しい産業と既存産業が調和して発展するまちになる

自ら学ぶ意欲とたくましく生きる力を身につけた未来を担
う子どもが育つまちになる

心身ともに健全な子どもが育つ家庭や地域の教育力が
高いまちになる

生涯にわたって学び続けることができ、生きがいと活力に
満ちたまちになる

適切な医療がいつでも受けられるまちになる

基本目的Ⅲ　子育てと学び
社会全体で健やかな子どもの成長を支え、子育ての喜び
を感じられるまちになる

障がいのある方誰もが安心して自分らしく暮らせるまちに
なる

市民が安心して生活できるよう社会保障の機能が充実し
たまちになる

心身ともに健康で、いきいきと暮らせるまちになる

基本目的Ⅱ　福祉と健康 地域で支え合い、誰もが安心して暮らせるまちになる

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちになる

地域と市が連携して、防犯に取り組む安全安心なま
ちになる

人と環境にやさしい快適な生活が送れるまちになる

ごみを減らして資源を生かす循環型のまちになる

基本目的Ⅰ　安全と環境
防災意識や危機対応力を高め、自助・共助・公助が一体
となった災害に強いまちになる
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○ ○

○

○

○

①総合計画及び総合戦略の着実な実施　②行政改革の断行　③公民連携の推進　④近隣市町との連携　⑤財政運営の健
全化　⑥公共施設等の最適化　⑦自主財源の確保　⑧適正な選挙事務の執行　⑨適切な監査の実施　⑩ＩＣＴ化の推進
⑪職員の人材育成

①市政情報の提供と共有　②市政情報の共有　③公平な入札執行

施策の方向

①地域活動の活性化　②市民協働の推進

①恒久平和への意識高揚　②人権尊重理念の啓発　③男女共同参画の推進　④多文化共生の地域づくり

①幹線道路の整備　②道路の利便性と安全性の向上　③移動の安全性の向上　④連携による交通安全対策の推進　⑤移
動環境の確保

①良質な住宅の供給　②健全な市街地の形成　③空き家の利活用の推進　④群馬東部水道企業団との連携強化　⑤
ウォーカブルなまちづくりの推進

①公園の災害時活用の検討　②公園・緑地の魅力の向上　③適切な緑の管理　④市民協働による緑化推進　⑤緑地の保
全

①観光資源の創出と活用　②多様な観光客への対応　③連携によるブランドの発信　④四季を通して愛される公園づく
り　⑤観光資源の保護・保存・育成と普及啓発

①地方創生施策の推進　②空き家の利活用の推進　③技術と個性がある商店の集積　④アントレプレナーの発掘・育成
と遊休不動産の活用　⑤コンパクトシティの推進　⑥ウォーカブルなまちづくりの推進　⑦健全な市街地の形成　⑧市
民協働によるまちづくり

①コンパクトシティの推進　②地域に合わせた土地利用の検討　③用途地域の見直し　④開発許可制度の運用　⑤適正
な市街化区域の設定　⑥地籍調査の推進

①技術と個性がある商店の集積　②アントレプレナーの発掘・育成と遊休不動産の活用　③経営の支援　④たてばやし
ブランドの構築と認知度の向上

①若年層の市内就職の促進　②雇用の促進　③ワーク・ライフ・バランスの趣旨普及と取組促進　④勤労者向け融資制
度の維持

①営農環境の整備　②付加価値の向上と効率化　③食に対する意識の向上

①芸術文化活動の拠点施設の充実　②芸術文化活動の推進　③郷土の歴史文化を学ぶ機会の充実　④歴史文化の活用
⑤文化財の保護・継承環境の整備　⑥日本遺産を活用した地域の魅力発信や環境整備

①スポーツ環境の充実　②スポーツ活動への支援　③競技スポーツの推進　④スポーツ施設の適正管理

①新規団地の造成と拡張　②企業の誘致・拡張の推進　③企業の連携・事業承継の支援　④産学官連携の推進　⑤経営
の支援

①学習環境や生活環境の充実　②夢と希望の実現に向けた支援の充実　③地域の教育力を生かした学校運営　④確かな
学力と豊かな心を育む教育の推進　⑤「自助」や「共助」の意識を育む教育の推進　⑥教育活動における食育の充実

①家庭の教育力回復を図る取組　②子どもの健全育成を促進する学びの機会の提供　③地域社会における子どもの安全
安心の確保

①生涯学習理念の普及啓発　②生涯学習情報提供・相談体制の充実　③課題解決型の学習活動の促進と人材の育成・活
用　④多様化する学習ニーズへの対応と個性に応じた学びの場の創出　⑤生涯学習・社会教育施設の適正な維持更新と
機能充実

①疾病予防、特定健康診査などの保健事業の実施　②課題の抜本的解決のための国に対する働きかけ　③公立館林厚生
病院と医師会の連携による診療体制の充実　④救急業務体制の強化・整備　⑤市民への救急医療に対する広報や教育
⑥公立館林厚生病院を中心とした救急医療体制の充実　⑦地域一体の医療体制づくりの推進

①妊娠・出産・子育て期の切れ目のない支援　②地域子育て支援の推進　③質の高い保育サービスの充実

①基幹相談支援センターの設置　②地域生活支援拠点などの整備　③児童発達支援センターの設置　④精神障がいにも
対応した地域包括ケアシステムの構築　⑤障がい者総合支援センターの役割の充実　⑥障害者総合支援法に基づいた支
援の継続

①被保険者の資格適用の適正化　②医療費助成　③適用、給付、相談体制の充実　④介護予防と給付適正化の推進　⑤
ひとり親家庭などへの支援の充実

①健康寿命延伸のための取組推進　②きめ細やかな保健指導の実施　③自主的な健康づくりの推進　④疾病の早期発見
や早期治療　⑤心の健康づくりの促進　⑥かかりつけ医の重要性の周知　⑦スポーツの普及、振興を図る事業の展開
⑧感染症対策の充実

①多機関連携による包括的な相談窓口の整備　②地域活動やボランティアの担い手の育成　③民生委員・児童委員など
との連携　④生活困窮者世帯などへの就労支援の実施　⑤災害発生に備えた平時からの情報共有

①高齢者の社会参加の促進と自立した生活の支援　②高齢者の権利擁護の促進　③地域包括支援センターの機能充実
④地域包括ケア会議の活性化　⑤住民主体の生活支援が行われる地域づくりの推進　⑥認知症支援体制の充実　⑦地域
で取り組む介護予防活動の促進

①啓発と相談体制の充実　②防犯意識の向上による防犯環境形成　③空き家の適正管理

①多様な協力連携による自然環境の保全　②環境意識の高揚による各種活動の推進　③地球温暖化対策の推進　④各種
調査による状況把握及び指導による公害防止　⑤公共下水道及びし尿処理施設の計画的な更新

①ごみを減らす（産まない）仕組みづくり　②地域と行政が一体となった普及啓発　③効率的なごみ処理施設の運営

人口ビジョン
将来展望人口

2060年において、55,000人を目指して持続可能な社会を目指す

総合戦略　基本目標

①防災意識の向上による防災組織の育成　②危険個所の早期発見による安全確保　③大規模災害に備えた連携体制の整
備　④排水施設整備による被害防止　⑤総合的な空き家対策の推進　⑥消防団の人材育成と設備の充実　⑦災害予防の
ための環境整備　⑧国土強靭化計画を踏まえた備蓄の確保
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４．重要事業一覧
基本
目的

施策
目的

整理
番号

款項目 事業名 担当課 備　　考 新規
総合
戦略

ページ

Ⅰ 危機対応能力が高く 良好な生活環境で暮らせる 安全安心なまち

01 防災：防災意識や危機対応力を高め、自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

1 9･1･4 防災関係 安全安心課 ○ ○ 15

2 8･3･2 幹線排水路整備事業 道路河川課 ○ 16

3 8･6･1 空家対策関係 建築課
再掲
（7）

○ 17

4 8･6･2 住宅・建築物耐震改修等事業 建築課 ○ 18

5
下水道

事業会計
管渠整備費（公共） 下水道課

再掲
（11）

○ 19

02 防犯：地域と市が連携して、防犯に取り組む安全安心なまちになる

6 2･1･12 防犯関係事業 安全安心課 20

7 8･6･1 空家対策関係 建築課
再掲
（3）

○ 21

03 自然環境：人と環境にやさしい快適な生活が送れるまちになる

8 4･2･2 水質浄化対策事業 地球環境課 ○ 22

9 4･2･2 地球温暖化対策事業 地球環境課 23

10 4･2･2 環境管理事業 地球環境課 24

11
下水道

事業会計
管渠整備費（公共） 下水道課

再掲
（5）

○ 25

04 ごみ・資源：ごみを減らして資源を生かす循環型のまちになる

12 4･3･1 ごみ減量化事業 地球環境課 ○ 26

Ⅱ 地域で支え合い 生涯健康で暮らせる 幸福感の高いまち

05 地域福祉：地域で支え合い、誰もが安心して暮らせるまちになる

13 3･1･1 生活困窮者自立支援事業 社会福祉課 29

14 3･3･1 生活保護総務 社会福祉課 30

06 高齢者：高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちになる

15 3･4･2
生きがいと健康づくり推進事
業

高齢者支援課 31

16 3･4･3 高齢者在宅サービス推進事業 高齢者支援課 32

17
介護保険
特別会計

認知症総合支援事業 高齢者支援課 33

07 障がい：障がいのある方誰もが安心して自分らしく暮らせるまちになる

18 3･1･2 地域生活支援事業 社会福祉課 34

19 3･1･2 発達障がい者支援事業 社会福祉課 35

　　　事業が新規又重要事業（細事業）を含む場合、「新規」・「重要事業」欄に「〇」としています



４．重要事業一覧
基本
目的

施策
目的

整理
番号

款項目 事業名 担当課 備　　考 新規
総合
戦略

ページ

08 社会保障：市民が安心して生活できるよう社会保障の機能が充実したまちになる

20
国民健康
保険特別

会計
特定健康診査等事業費 保険年金課

再掲
（30）

36

21
国民健康
保険特別

会計
保健衛生普及費 保険年金課 37

09 健康：心身ともに健康で、いきいきと暮らせるまちになる

22 4･1･3 健康づくり推進事業 健康推進課 38

23 4･1･3
健康寿命延伸産学官プラット
フォーム事業

健康推進課 39

24 4･1･3 生活習慣病予防事業 健康推進課 ○ 40

25 4･1･4 感染症予防事業 健康推進課 41

26 4･1･5 予防接種事業 健康推進課
再掲

（33）
42

27 4･1･5
新型コロナウイルスワクチン
接種事業

健康推進課 43

10 医療：適切な医療がいつでも受けられるまちになる

28 4･1･2 地域医療対策事業 健康推進課 44

29 4･1･7 夜間急病診療所管理運営 健康推進課 45

30
国民健康
保険特別

会計
特定健康診査等事業費 保険年金課

再掲
（20）

46

Ⅲ 育てる幸せを感じ　生涯にわたり互いに学び続ける　家庭と文化を築くまち

11 子育て：社会全体で健やかな子どもの成長を支え、子育ての喜びを感じられるまちになる

31 4･1･3 母子保健対策事業 健康推進課 ○ ○ 49

32 4･1･3 妊娠・出産包括支援事業 健康推進課 ○ ○ 50

33 4･1･5 予防接種事業 健康推進課
再掲

（26）
51

34 3･2･1
地域子ども・子育て支援事業
（ファミリー・サポート・セン
ター事業）

子育て支援課 ○ 52

35 3･2･1
地域子ども・子育て支援事業
（地域子育て支援拠点事業ほか）

子育て支援課 ○ 53

36 3･2･1
地域で子どもを支えるネット
ワーク事業

子育て支援課 54

37 3･2･1
少子化対策事業
（結婚新生活支援事業）

子育て支援課 55

38 3･2･1
地域子ども・子育て支援事業
（放課後児童健全育成事業）

こども課 56

39 3･2･2
子どものための教育・保育施
設運営

こども課 57

12 学校教育：自ら学ぶ意欲とたくましく生きる力を身につけた未来を担う子どもが育つまちになる

40 10･4･1 幼稚園認定こども園化事業
こども課

教育総務課
○ 58

　　　事業が新規又重要事業（細事業）を含む場合、「新規」・「重要事業」欄に「〇」としています



４．重要事業一覧
基本
目的

施策
目的

整理
番号

款項目 事業名 担当課 備　　考 新規
総合
戦略

ページ

41 10･2･3 小学校施設整備事業 教育総務課 59

42 10･3･3 中学校施設整備事業 教育総務課 60

43 10･1･3 学力向上対策事業 学校教育課 61

44 10･1･3 英語教育推進事業 学校教育課 62

45 10･1･3 学校運営協議会事業 学校教育課 63

46 10･2･1 教諭補助員設置事業 学校教育課 64

47 10･2･1 特別支援教育介助員設置事業 学校教育課 65

48 10･3･1
中学校学習等支援教諭補助員
設置事業

学校教育課 66

49 10･3･1 特別支援教育介助員設置事業 学校教育課 67

50 10･5･10
向井千秋記念子ども科学館
ROCKET事業

向井千秋記念子ど
も科学館

再掲
（56）

68

51 10･6･3 給食センター運営 学校給食センター 69

13 青少年：心身ともに健全な子どもが育つ家庭や地域の教育力が高いまちになる

52 10･5･3 青少年健全育成事業 生涯学習課 70

53 10･5･4 公民館学級講座開設事業 生涯学習課
再掲

（55）
71

14 生涯学習：生涯にわたって学び続けることができ、生きがいと活力に満ちたまちになる

54 10･5･4 公民館運営 生涯学習課 72

55 10･5･4 公民館学級講座開設事業 生涯学習課
再掲

（53）
73

56 10･5･10
向井千秋記念子ども科学館
ROCKET事業

向井千秋記念子ど
も科学館

再掲
（50）

74

15 文化：地域の歴史や伝統、芸術や文化に誇りをもち、魅力ある文化を育み、心豊かに暮らせるまちになる

57 2･1･1 市史編さん事業 文化振興課 75

58 2･1･1 日本遺産推進事業 文化振興課
再掲

（86）
○ 76

59 10･5･6 文化財保護管理 文化振興課 ○ 77

60 10･5･7 文化会館運営事業 文化振興課 78

16 スポーツ：スポーツを生活に取り入れ、誰もがスポーツを楽しめるまちになる

61 8･5･3 公園競技施設管理運営 スポーツ振興課 ○ 79

62 10･6･1
体育・スポーツの振興
(生涯スポーツ振興事業)

スポーツ振興課 ○ 80

63 10･6･2 体育施設管理運営 スポーツ振興課 81

　　　事業が新規又重要事業（細事業）を含む場合、「新規」・「重要事業」欄に「〇」としています



４．重要事業一覧
基本
目的

施策
目的

整理
番号

款項目 事業名 担当課 備　　考 新規
総合
戦略

ページ

Ⅳ 都市と自然が調和し　人と産業が躍動する　魅力あるまち

17 産業：新しい産業と既存産業が調和して発展するまちになる

64 7･1･8 産業団地造成事業 産業政策課 ○ 83

65 7･1･1 事業承継支援事業 商工課 ○ 84

66 7･1･2 商業金融対策事業 商工課 ○ 85

67 7･1･3 工業振興対策 商工課 ○ 86

68 7･1･8 企業誘致・支援事業 商工課 ○ ○ 87

18 商業：事業者が元気で活力のあるまちになる

69 7･1･1 商工総務 商工課 ○ 88

70 7･1･2 創業支援事業 商工課
再掲

（91）
○ ○ 89

71 7･1･2 たてばやし商業支援事業 商工課
再掲

（92）
○ ○ 90

19 労働環境：生き生きと安心して働ける環境が整ったまちになる

72 5･1･1 雇用安定対策事業 商工課 ○ ○ 91

73 5･1･1 勤労者金融対策 商工課 92

20 農業：安全で魅力ある農産物を安定して提供できるまちになる

74 6･1･3 農業振興対策事業
農業振興課

農業委員会事務局
○ 93

75 6･1･3 担い手育成支援事業 農業振興課 ○ 94

76 6･1･3 新規就農支援事業 農業振興課 ○ 95

77 6･1･3
スマート農業推進プロジェク
ト事業

農業振興課 ○ 96

78 6･1･3
農商工連携活性化プロジェク
ト事業

農業振興課 ○ ○ 97

79 6･1･4 畜産振興対策事業 農業振興課 98

80 6･1･5 小規模農村整備事業 ほ場整備課 99

81 6･1･5 ほ場整備事業 ほ場整備課 ○ 100

21 観光：多くの人から愛される活力と魅力あふれるまちになる

82 7･1･4 観光事業 つつじのまち観光課 ○ 101

83 7･1･5 公園管理 つつじのまち観光課 ○ 102

84 7･1･5 つつじ保護育成事業 つつじのまち観光課
再掲

（108）
103

85 7･1･5
つつじが岡ふれあいセンター
運営事業

つつじのまち観光課 ○ 104

　　　事業が新規又重要事業（細事業）を含む場合、「新規」・「重要事業」欄に「〇」としています



４．重要事業一覧
基本
目的

施策
目的

整理
番号

款項目 事業名 担当課 備　　考 新規
総合
戦略

ページ

86 2･1･1 日本遺産推進事業 文化振興課
再掲

（58）
○ 105

22 まちのにぎわい：人が集まり、市民自らがつくる、にぎわいと魅力あるまちになる

87 2･1･6 まちひとしごと創生推進事業 企画課
再掲

（117）
○ ○ 106

88 8･6･1 空家対策事業 企画課
再掲

（103）
○ ○ 107

89 7･1･8 産業政策総務 産業政策課
再掲

（113）
○ ○ 108

90 7･1･2 まちなか商業活性化事業 商工課 ○ ○ 109

91 7･1･2 創業支援事業 商工課
再掲

（70）
○ ○ 110

92 7･1･2 たてばやし商業支援事業 商工課
再掲

（71）
○ ○ 111

93 8･4･1 都市計画総務 都市計画課
再掲

（96）
112

94 8･4･2 中央通り線道路改良事業 都市計画課
再掲

（99）
○ 113

95 8･4･4 都市再生整備計画事業 都市計画課 ○ 114

23 土地利用：地域性に応じた土地利用ができているまちになる

96 8･4･1 都市計画総務 都市計画課
再掲

（93）
115

97 8･4･5 地籍調査事業 都市計画課 116

24 道路・交通：人や物が安全で快適に移動できるまちになる

98 2･1･11 公共交通整備事業 安全安心課 ○ ○ 117

99 8･4･2 中央通り線道路改良事業 都市計画課
再掲

（94）
○ 118

100 8･2･2 道路維持管理 道路河川課 119

101 8･2･3 道路新設改良事業 道路河川課 120

102 8･2･3
道のでこぼこ解消事業（歩道
整備）

道路河川課 121

25 居住環境：快適な居住環境で暮らしやすいまちになる

103 8･6･1 空家対策事業 企画課
再掲

（88）
○ ○ 122

104 8･6･1
公営住宅ストック総合改善事
業

建築課 123

105 8･4･3 西部第一南土地区画整理事業 区画整理課 124

106 8･4･3 西部第一中土地区画整理事業 区画整理課 125

107 8･4･3 西部第二土地区画整理事業 区画整理課 126

26 公園・緑地：花と緑に囲まれ、憩いと安らぎのあふれた、ガーデンシティと言われるまちになる

108 7･1･5 つつじ保護育成事業 つつじのまち観光課
再掲

（84）
127

　　　事業が新規又重要事業（細事業）を含む場合、「新規」・「重要事業」欄に「〇」としています



４．重要事業一覧
基本
目的

施策
目的

整理
番号

款項目 事業名 担当課 備　　考 新規
総合
戦略

ページ

109 8･5･1 緑化推進一般事業 緑のまち推進課 128

110 8･5･1 花と緑推進事業 緑のまち推進課 129

Ⅴ 公民連携を推進し　地域経営の視点を持つ　持続可能なまち

27 市民協働：市民と行政が共創して発展できるまちになる

111 2･1･10 行政区運営 行政課 131

112 2･1･7 市民活動推進事業 市民協働課 132

113 7･1･8 産業政策総務 産業政策課
再掲

（89）
○ ○ 133

28 人権の尊重：市民一人一人の人権が尊重され、誰もが安心して平和に暮らせるまちになる

114 2･1･7 男女共同参画推進事業 市民協働課 134

115 10･5･1 人権教育促進事業 生涯学習課 135

29 行政活動：時代に対応できる自立した持続可能なまちになる

116 2･1･6 政策調整推進事業 企画課 136

117 2･1･6 まちひとしごと創生推進事業 企画課
再掲

（87）
○ ○ 137

118 2･1･6 ふるさと納税事業 企画課
つつじのまち観光課

○ ○ 138

119 2･1･8 情報化推進事業 企画課 ○ ○ 139

120 2･1･5 市有財産管理費 財政課 ○ 140

30 情報の共有：市政の透明性を高め、誰もがまちへの愛着と誇りのあるまちになる

121 2･1･2 広聴広報事業 秘書課 ○ 141

　　　事業が新規又重要事業（細事業）を含む場合、「新規」・「重要事業」欄に「〇」としています





◆０３　自然環境
　施策目的　人と環境にやさしい快適な生活が送れるまちになる

◆０４　ごみ・資源
　施策目的　ごみを減らして資源を生かす循環型のまちになる

５．重要事業実施計画の内容

　　基本目的Ⅰ　安全と環境
　　　　　　　「危機対応能力が高く　良好な生活環境で暮らせる　安全安心なまち」

◆０１　防災
　施策目的　防災意識や危機対応能力を高め、
　　　　　　自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

◆０２　防犯
　施策目的　地域と市が連携して、防犯に取り組む安全安心なまちになる



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

施策の方向

【Plan】
事業目的

・自助・共助・公助が一体となり、防災意識や危機管理対応力の高い災害に強いまちづくりを推進する。
・大規模自然災害に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧に資する施策を、まちづくり政策や産業政策も
含めた総合的な取り組みとして計画的に実施し、強靭な国づくり・地域づくりを推進する。

①防災関係事業【重要事業】
　・防災士が地域の自主防災の活性化を支援し、安全・安心なまちづくりに寄与することを側面的に支援していく。
　・災害に備え、必要な備蓄品等を購入し、防災体制の充実を図る。
　・防災情報伝達システムの運用により、情報伝達手段の多様化を図る。
  ・大規模地震時における出火防止を目的に、感震ブレーカーの普及促進を図る。
　・浸水想定区域の追加及び災害対策基本法改正による避難情報の変更等を踏まえて、ハザードブックの更新を図る。
　・避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図るために、個別避難計画を作成する。
②国土強靭化地域計画推進事業【重要事業】
　・市民と事業者、行政による協力体制を構築していく。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

自主防災組織の組織率

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位：％ 実績値

目標値

年度

R3 R4 R5 R6 R7

92.42 目標値 92.42 93.93 95.45 98.48 100

その他 4,191 4,191 4,191

一般財源 31,562 34,229 26,551

県費 0 0 0

市債 0 0 0

事業費 40,763 38,420 30,742

国庫 5,010 0 0

事業
スケジュール

①防災関係事業【重】
・防災士連絡会補助金
・備蓄食料、備蓄消耗品等の購入
・防災情報伝達システムの運用
・感震ブレーカー等設置費補助
・ハザードブック更新【新】
・個別避難計画作成【新】
②国土強靭化地域計画推進事業
【重】

①防災関係事業【重】
・防災士連絡会補助金
・備蓄食料、備蓄消耗品等の購入
・防災情報伝達システムの運用
・感震ブレーカー等設置費補助
・地域防災計画改訂
・個別避難計画作成
②国土強靭化地域計画推進事業
【重】

①防災関係事業【重】
・防災士連絡会補助金
・備蓄食料、備蓄消耗品等の購入
・防災情報伝達システムの運用
・感震ブレーカー等設置費補助
・個別避難計画作成
②国土強靭化地域計画推進事業
【重】

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶01_防災意識や危機対応力を高め.自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

▶1_防災意識の向上による防災組織の育成

▶8_国土強靭化計画を踏まえた備蓄の確保

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

9・1・4 防災関係 37,955千円 40,763千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 1 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 安全安心課　危機管理･国土強靭化係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

　雨水の急激な流出・冠水を抑制し、排水機能を強化するため、準用河川・幹線排水路などの排水施設につい
て多角的かつ経済的に整備改修し災害を未然に防ぐ。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

準用河川及び幹線排水路の整備率

活動指標
河川・排水路パトロール（3年に一回）
及び対策マップ作成・更新

事業
スケジュール

単位： 実績値

単位：回 実績値

幹線排水路整備事業【重】
①準用河川宮田川整備事業
　第一工区管理用通路舗装 1,090m
②宮田２号幹線排水路整備事業
　搬入路整備 67.5ｍ
　用地買収 171㎡
　浚渫　250ｍ
③冠水箇所水路小規模改修事業
　新栄町地内排水路局部改修　1箇所
　高根幹線排水路局部改修 1箇所
　準用河川蛇沼川浚渫　200ｍ
　河川・排水路パトロール及び対策マップ
作成

幹線排水路整備事業【重】
①準用河川宮田川整備事業
　第二工区路線測量　800ｍ
②宮田２号幹線排水路整備事業
　搬入路整備 74ｍ
　用地買収 1120㎡
　浚渫　340ｍ
　試作調整池 950m3
③冠水箇所水路小規模改修事業
　高根幹線排水路局部改修 1箇所
　準用河川蛇沼川浚渫　70ｍ

幹線排水路整備事業【重】
①準用河川宮田川整備事業
　第二工区地質調査・河道詳細設
計
②宮田２号幹線排水路整備事業
　搬入路整備 400ｍ
③冠水箇所水路小規模改修事業
　排水路局部改修 1箇所
　準用河川茂林寺川浚渫　200ｍ

目標値

単位：％ 実績値

0 目標値 0 1 0 0 1

年度

R3 R4 R5 R6 R7

78.4 目標値 78.5 78.5 78.6 78.7 78.8

市債 27,000 7,600 5,476

その他 0 0 0

一般財源 21,724 31,400 42,015

事業費 58,724 39,000 47,491

国庫 10,000 0 0

県費 0 0 0

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶01_防災意識や危機対応力を高め.自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

施策の方向 ▶4_排水施設整備による被害防止

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

幹線排水路整備事業【重要事業】
①準用河川宮田川整備事業
　管理用通路舗装1,090ｍ　（第一工区完了）
　今年度にて第一工区流路部（市道2級26号線以東）が完成する。これらの効果もあり、地元複数住民等から冠水被害が軽減した旨の感
想があった。このことから来年度出水期の状況を観察・検証したうえで、第二工区を推進する方針とする。
②宮田２号幹線排水路整備事業
　搬入路整備 45.7ｍ　試作調整池 232.4m3
　完成済の設計結果に基づき、用地買収を進め工事用搬入路を築造中だが、大規模調整池を含む排水路完成までには多大な費用と時間を
要する。このことから、上記のとおり小規模調整池試作や既存水路の浚渫を行うなど、比較的安価な方策から実施し効果を見極めたうえ
で、事業を推進する方針とする。
③冠水箇所水路小規模改修事業
　新栄町地内排水路局部改修 1箇所　高根幹線排水路局部改修 1箇所　準用河川蛇沼川浚渫 200ｍ　河川・排水路パトロール及び対策
マップ作成
　完成済の排水路であるが、現流入口が十分には機能しておらず、その結果排水路の能力を完全には発揮できていない。この解消を目指
し局部的に改修するもの。また今後も、四つの準用河川・60の幹線排水路について職員が現地を踏査し、状況把握と往々にして複合的な
ことが多い冠水の原因を見極め、代表的原因について経済的かつ効果的な対策を考案し、これを優先して行い、事後効果を検証するもの
とする（所謂ＰＤＣＡサイクル）。その結果被害が軽減或いは解消すればその時点で対策完了とし、不十分な場合は次位に経済的かつ効
果的な対策をとる方針とする。

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

8・3・2 幹線排水路整備事業 73,655 千円 58,724千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 2 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 道路河川課　整備係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

空き家所有者の自発的な空き家除却を促進し、地域の住環境改善を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 空き家除却助成金利用件数（累計）

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位：件 実績値

目標値

R3 R4 R5 R6 R7

4 目標値 13 26 39 52 65

その他 0 0 0

一般財源 3,072 3,072 3,072

年度

国庫 900 900 900

県費 0 0 0

市債 0 0 0

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

事業費 3,972 3,972 3,972

空家対策関係事業【重要事業】
・空き家除却助成金
　良好で快適な生活環境の形成を図るために、防災・防犯上危険な空き家を所有する者が、その空き家を除却する場合に、
市が除却費用の一部を助成する。

・空き家等の適正管理指導
　空き家の周辺住民に影響を及ぼしている空き家所有者等に対し、適切な管理を促すため、情報の提供及び助言等を行うも
の。

事業
スケジュール

空家対策関係事業【重】
・空き家除却助成金
・適正管理通知

空家対策関係事業【重】
・空き家除却助成金
・適正管理通知

空家対策関係事業【重】
・空き家除却助成金
・適正管理通知

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶01_防災意識や危機対応力を高め.自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

施策目的 ▶02_地域と市が連携して.防犯に取り組む安全安心なまちになる

施策の方向 ▶5_総合的な空き家対策の推進

施策の方向 ▶3_空き家の適正管理

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

8・6・1 空家対策関係 3,855千円 3,972千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 3 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 建築課　住宅施設係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

地震による木造住宅及びブロック塀の倒壊等の被害から市民の命と財産を守る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 木造住宅耐震診断戸数

活動指標 木造住宅耐震改修補助戸数

活動指標
木造住宅耐震シェルター等設置補助戸
数

活動指標 ブロック塀等撤去費補助件数

事業
スケジュール

住宅・建築物耐震改修等事業
【重】

住宅・建築物耐震改修等事業
【重】

住宅・建築物耐震改修等事業
【重】

単位：件 実績値

単位：戸 実績値

2 目標値 10 10 10 10 10

単位：戸 実績値

0 目標値 1 1 1 1 1

単位：戸 実績値

0 目標値 1 1 1 1 1

年度

R3 R4 R5 R6 R7

7 目標値 25 25 25 25 25

市債 0 0 0

その他 229 229 229

一般財源 1,334 1,334 1,334

事業費 3,181 3,181 3,181

国庫 1,293 1,293 1,293

県費 325 325 325

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶01_防災意識や危機対応力を高め.自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

施策の方向 ▶7_災害予防のための環境整備

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

住宅・建築物耐震改修等事業【重要事業】
・木造住宅耐震診断者派遣事業
　木造住宅耐震診断者による耐震性診断を実施し結果を通知する。
・木造住宅耐震改修補助事業
　耐震診断の結果、倒壊する可能性がある又は高いと診断された木造住宅について、耐震診断、耐震改修設計及び耐震改修
工事を行い、「一応倒壊しない」までの基準に住宅を改修した方に補助金を交付する。
・木造住宅耐震シェルター等設置補助事業
　耐震診断の結果、倒壊する可能性がある又は高いと診断された木造住宅について、耐震シェルターや耐震ベッドなどの設
置により圧死を防ぎ地震被害を軽減する施策を行った方に補助金を交付する。
・ブロック塀等撤去費補助事業
　道路等に面する危険なブロック塀等を撤去する方に補助金を交付する。

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

8・6・2 住宅・建築物耐震改修等事業 2,588千円 3,181千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 4 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 建築課 建築指導係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

事業
スケジュール

管渠整備費（公共）【重】

①汚水渠の整備・更新工事
　

②雨水きょの整備

管渠整備費（公共）【重】

①汚水渠の整備・更新工事
　

②雨水きょの整備

管渠整備費（公共）【重】

①汚水渠の整備・更新工事
　

②雨水きょの整備

施策目的

施策の方向

【Plan】
事業目的

衛生的で快適な生活環境の向上及び河川や沼の水質保全に寄与するため、汚水きょの整備を計画的に進める。
また、発生が懸念される集中豪雨による浸水被害を防止するべく、雨水きょの整備を計画的に進め、安全安心
なまちをつくる。

管渠整備費（公共）【重要事業】

①汚水渠の整備・更新

②雨水きょの整備

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

公共下水道雨水渠の整備率

総合計画
指標

下水道水洗化率

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値

単位：％ 実績値

目標値

単位：％ 実績値

89.6 目標値 90.2 90.5 90.8 91.1 91.4

年度

R3 R4 R5 R6 R7

74.4 目標値 74.8 75 75.2 75.4 75.6

市債 259,600 259,600 259,600

その他 15,865 15,865 15,865

一般財源 0 0 0

事業費 475,565 475,565 475,565

国庫 198,800 198,800 198,800

県費 1,300 1,300 1,300

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

▶01_防災意識や危機対応力を高め.自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

▶03_人と環境にやさしい快適な生活が送れるまちになる

▶4_排水施設整備による被害防止

▶5_公共下水道及びし尿処理施設の計画的な更新

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

下水道事業会計 管渠整備費（公共） 398,276 千円 475,565 千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 5 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 下水道課　工務係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

犯罪の発生を未然に防止し、市域の治安の向上を図るため、防犯啓発やパトロール等を行う。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

刑法犯認知件数

事業
スケジュール

単位： 実績値

単位： 実績値

①防犯関係事業【重】
・LED防犯灯設置
・防犯カメラ設置
・防犯関連団体補助
・特殊詐欺対策機器購入費補助金

①防犯関係事業【重】
・LED防犯灯設置
・防犯カメラ設置
・防犯関連団体補助
・特殊詐欺対策機器購入費補助金

①防犯関係事業【重】
・LED防犯灯設置
・防犯カメラ設置
・防犯関連団体補助
・特殊詐欺対策機器購入費補助金

目標値

単位：件 実績値

目標値

年度

R3 R4 R5 R6 R7

602 目標値 520

市債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 20,415 20,415 20,415

事業費 20,415 20,415 20,415

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶02_地域と市が連携して.防犯に取り組む安全安心なまちになる

施策の方向 ▶2_防犯意識の向上による防犯環境形成

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

①防犯関係事業【重要事業】
　・LED防犯灯設置
　　　行政区からの要望により、LED防犯灯を設置。
　・防犯カメラ設置
　　　館林警察署との協議により、犯罪発生率の高い地点から設置。
　・防犯関連団体補助
　　　館林警察署管内防犯協会、被害者支援センターすてっぷぐんま、館林市防犯協会等に対し活動費を補助。
　・特殊詐欺対策機器購入費補助
　　　高齢者の特殊詐欺被害の未然防止を目的に、特殊詐欺対策機器購入者に補助金を交付。

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

2・1・12 防犯関係事業 22,251千円 20,415 千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 6 重要事業 〇 総合戦略 担当部署 安全安心課　交通防犯係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

空き家所有者の自発的な空き家除却を促進し、地域の住環境改善を図る。

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

活動指標 空き家除却助成金利用件数（累計）

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位：件 実績値

目標値

R3 R4 R5 R6 R7

4 目標値 13 26 39 52 65

その他 0 0 0

一般財源 3,072 3,072 3,072

年度

国庫 900 900 900

県費 0 0 0

市債 0 0 0

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

事業費 3,972 3,972 3,972

空家対策関係事業【重要事業】
・空き家除却助成金
　良好で快適な生活環境の形成を図るために、防災・防犯上危険な空き家を所有する者が、その空き家を除却する場合に、
市が除却費用の一部を助成する。

・空き家等の適正管理指導
　空き家の周辺住民に影響を及ぼしている空き家所有者等に対し、適切な管理を促すため、情報の提供及び助言等を行うも
の。

事業
スケジュール

空家対策関係事業【重】
・空き家除却助成金
・適正管理通知

空家対策関係事業【重】
・空き家除却助成金
・適正管理通知

空家対策関係事業【重】
・空き家除却助成金
・適正管理通知

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶01_防災意識や危機対応力を高め.自助・共助・公助が一体となった災害に強いまちになる

施策目的 ▶02_地域と市が連携して.防犯に取り組む安全安心なまちになる

施策の方向 ▶5_総合的な空き家対策の推進

施策の方向 ▶3_空き家の適正管理

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

8・6・1 空家対策関係 3,855千円 3,972千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 7 重要事業 〇 総合戦略 〇 担当部署 建築課　住宅施設係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

日本遺産「里沼」の水辺環境を後世に引継ぐため、生活排水対策として合併処理浄化槽の設置などを推進する
とともに市民の意識啓発を図る

財源

指標
現状値

(R元年度)
区分

総合計画
指標

ＢＯＤ数値（城沼中央の水質）

活動指標 合併処理浄化槽設置費補助件数

事業
スケジュール

①合併処理浄化槽設置費補助

②合併処理浄化槽清掃費補助
　
③水辺環境保全団体の活動支援
・城沼サミット開催
・加法師川清掃活動

④水質浄化対策事業【重】
・鶴生田川水質浄化実証試験
【新】

①合併処理浄化槽設置費補助

②合併処理浄化槽清掃費補助
　
③水辺環境保全団体の活動支援
・城沼サミット開催
・加法師川清掃活動

④水質浄化対策事業【重】
・鶴生田川水質浄化実証試験

①合併処理浄化槽設置費補助

②合併処理浄化槽清掃費補助
　
③水辺環境保全団体の活動支援
・城沼サミット開催
・加法師川清掃活動

④水質浄化対策事業【重】
・鶴生田川水質浄化実証試験

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値

単位：件 実績値

目標値

mg/L 実績値

17 目標値 30 30 30 30 30

年度

R3 R4 R5 R6 R7

8.3 目標値 7.2 6.65 6.1 5.55 5以下

市債 0 0 0

その他 14 14 14

一般財源 8,373 14,123 14,123

事業費 21,989 27,739 27,739

国庫 7,918 7,918 7,918

県費 5,684 5,684 5,684

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶03_人と環境にやさしい快適な生活が送れるまちになる

施策の方向 ▶5_公共下水道及びし尿処理施設の計画的な更新

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

①合併処理浄化槽設置費補助

②合併処理浄化槽清掃費補助
　
③水辺環境保全団体の活動支援
・城沼サミット開催
・加法師川清掃活動

④水質浄化対策事業【重要事業】
・鶴生田川水質浄化実証試験【新規】

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

4・2・2 水質浄化対策事業 23,368千円 21,989千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 8 重要事業 〇 総合戦略 担当部署 地球環境課　環境保全係



【総合計画との関連】

【事業の目的及び内容】

【事業スケジュール】 　（単位：千円）

【関連する指標】

【Plan】
事業目的

CO2をはじめとする温室効果ガスの削減や再生可能エネルギー等の普及、省エネルギーの推進、ヒートアイラン
ド現象に対する適用策を通じて、地球温暖化の防止及び本市の暑さ対策を推進する。

財源

指標
現状値

(H30年度)
区分

総合計画
指標

【市民アンケート】環境にやさしい暮
らしを実践している市民の割合

事業
スケジュール

①地球温暖化対策事業【重】
・第５次館林市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）の運用
・再生可能エネルギー・省エネル
ギー対策の推進
・館林市蓄電池設備設置補助金の
交付
・気候変動対策本部の設置・運営

①地球温暖化対策事業【重】
・第５次館林市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）の運用
・再生可能エネルギー・省エネル
ギー対策の推進
・館林市蓄電池設備設置補助金の
交付
・気候変動対策本部の運営

①地球温暖化対策事業【重】
・第５次館林市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）の運用
・再生可能エネルギー・省エネル
ギー対策の推進
・館林市蓄電池設備設置補助金の
交付
・気候変動対策本部の運営

単位： 実績値

単位： 実績値

目標値

単位： 実績値

目標値

単位：％ 実績値

目標値

年度

R3 R4 R5 R6 R7

93.6 目標値 95.0 95.4 95.9 96.4 96.8

市債 0 0 0

その他 1,245 1,245 540

一般財源 5,554 4,813 5,518

事業費 6,799 6,058 6,058

国庫 0 0 0

県費 0 0 0

基本目的 ▶Ⅰ_危機対応能力が高く良好な生活環境で暮らせる安全安心なまち

施策目的 ▶03_人と環境にやさしい快適な生活が送れるまちになる

施策の方向 ▶3_地球温暖化対策の推進

令和４年度事業計画（主要な事業とその取組内容）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

①地球温暖化対策事業【重要事業】
・第５次館林市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の運用
　5年後(令和7年度)に基準年度比14％の温室効果ガス排出量の削減を目標に、各課へ省エネの取組を依頼し、前年度の実績
を取りまとめて報告・公表する
・再生可能エネルギー・省エネルギー対策の推進
・館林市蓄電池設備設置補助金の交付
　家庭における温室効果ガスの排出抑制、災害時の停電に備えるため、蓄電池の設置(購入)した方に補助金(館林市金券)を
交付する
・館林市気候変動対策本部の運営
　「たてばやし5つのゼロ宣言」・熱中症対策に関することを推進するため、気候変動対策本部を設置・運営する

款・項・目 事業名 当初予算額（R3） 当初予算額（R4） 決算額（R4）

4・2・2 地球温暖化対策事業 4,268千円 6,799千円 千円

　　【令和４年度事業】実施計画書
整理番号 9 重要事業 〇 総合戦略 担当部署 地球環境課　環境政策係
























































































































































































































































